
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

      ２　職員数は、２０年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

(５) 給与改定の状況

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手の年鑑支給月数である。

２０年度

公務員の支給月数 較差

　　　　　　　　　　Ｂ Ａ－Ｂ

０％

４．５０月

（改定月数）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

勧告 国の年間支給月数

②特別給

①月例給

区分 民間給与

割合　　　　　　Ａ

２０年度

支給月数　　　　Ｂ

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給割合区分

②期末・勤勉手当：加算率なし３％削減

Ａ－Ｂ （改定率）

人件費

人事委員会の勧告

佐井村の給与・定員管理等について

１２．６９％

歳出額　

Ｂ／Ａ

人件費率実質収支 （参考）

１９年度の人件費率

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

６３，９０３千円 ２５１，１２５千円

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ給料 職員手当

　　　　　　　　　Ａ

区　　分

区分
職員数

A

２０年度

住民基本台帳人口

　　　　　（２０年度末）

B/A

４６人

１６．８６％

１人当たり給与費

５，４５９千円

　　　　　　Ｂ

　　　　３８２，４６４千円２，５６７人　 ５８，７４８千円　　　　　　　３，０１２，９７１千円

　　　　　　Ａ

①給料：月額２％削減

１２，０５１千円２０年度

（注）１　職員手当には児童手当・退職手当を含まない。

１７５，１７１千円

給与改定率

（参考）

国の改定率公務員給与 較差 勧告

(H16)
93.7

(H16)
92.8

(H16)
90.4

(H21)
91.1

(H21)
93.5

(H21)
94.6

85

90

95

100

佐井村 類似団体平均 全国町村平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

55.2 歳

　　うち運転技能員 56.3 歳 51.6 歳

46.8 歳

49.2 歳

50.0 歳

　　うち運転技能員

　　　　

（2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

－ －

１２９，２００

２０１，１００

１５３，３００

経験年数１５年以上25年未満

３８６，６５９

民　　　間
（D)

C/D

２，６３０，４００円

－

１３７，２００

医　療　職

区　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

経験年数5年以上15年未満 経験年数25年以上

３２２，７３７円

２８７，６１３円

３５１，２８４円

３５８，２０５円

－

３４２，８１４円

２８３，０６６円

３４４，９２３円

３５２，３７２円

－

民　　　　　　間

平均年齢
平均給与月額

（B）

３１１，５４６

２１９，２００円

３３８，５９０円

３２７，４５０

３５４，５００

平均給料月額

３３２，８９３

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

国

一般行政職

佐井村

区　　　　分

佐井村

　　うち用務員

中　学　卒

（注）１　「平均給料月額」とは、２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　　２　「平均給料月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外禁句手当などのすべての諸手
　　　　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ
　　　　ないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

４１．５ ３２５，５２１

類似団体 ４３．１

高　校　卒

高　校　卒

１５０，２３４

２５５，２９０

大　学　卒

１２６，６１６

１９７，０７８

１３４，４５６

一般行政職

技能労務職

２２０，６７９

佐　　井　　村

大　学　卒

技能労務職

高　校　卒 １３７，２９８

区　　　　　分

１６８，７５６

高　校　卒

３５６，３４４円

－

３１８，６８１

３４４，３７２円

３９１，７７０

平均給与月額
（A)

平均給与月額
（国ベース）

公　　　　　　務　　　　　　員

平均年齢
区　　分

　　うち用務員

４２４，１７６

３５７，０６２

対応する民間
の類似職種

自家用乗用自動車
運転手

用務員

３４９，２１２

－

３９０，０２３

国青　　森　　県

１７２，２００

１４０，１００ １４０，１００

１７２，２００

佐井村

青森県

４２．８

４４．３

２８５，５４８円

青森県

国

類似団体 ２７１，１７０円

３１７，４００円

３７９，３６３

３８８，５９０

２９１，９４２

２７４，２４３

中　学　卒

A/B
公　務　員

（C)

参　　　　　　　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

５，６３４，１２２円

５，７４６，２１２円

－

1.61

1.54

2



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

　　　　　　４人

　　　　　　　１９人

　　　　　　　　７人

　　　　　　　　１１人

構成比

１　　級

区　　分

高度の知識又は経験を必要とする職務

１　主査の職務
２　主幹又は係長の職務

１　課長補佐又は室長補佐の職務
２　主任保育士の業務
３　特に困難な業務を処理する主幹の業務

標準的な職務内容

定型的な業務を行う職務

８．７％

３　　級

６　　級

４　　級

５　　級

２　　級

　　　　　　　３人

４．４％　　　　　　２人

１５．２％

参事

４１．３％

２３．９％

職員数

１　課長、室長、事務局長又は出先機関の長の職務
２　副参事の職務

６．５％

１級
4.4%

１級
8.9%

１級
6.5%

２級
8.9%

２級
8.9%

２級
8.7%

３級
28.9%

３級
37.8%

３級
41.3%

４級
6.7%

４級
17.8%

４級
15.2% ５級

11.1%

５級
22.2%

５級
23.9% ６級

15.6%

６級
4.4%

６級
4.4% ７級

22.2%

８級
2.2%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

平
成
２１
年
の
構
成
比

１年
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構
成
比

５年
前
の
構
成
比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分 １．５月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３) 地域手当（２1年４月１日現在）

（２２年度の制度完成時）

 (４) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 千円

　円

　％

0

佐井村 青森県
１人当たり平均支給額（２０年度）

（2) 退職手当（２０年４月１日現在）

左記職員に対する支給単価

１件当たり３，０００円を超えない額

死体処理作業 同上

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年 ５９．２８

その他の加算措置

３３．５０

最高限度額 ５９．２８

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　　　５～２０％
・管理職加算　　１０～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算５～１５％
※２０年度は加算措置なし

２．９５

４１．３４

３０．５５２３．５０

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　　　５～２０％
・管理職加算　　１０～２５％

５９．２８

５９．２８

％

勤続３５年

最高限度額

その他の加算措置

％

％

主な支給対象業務

感染症防疫作業

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）

手当の種類（手当数）

％

0.0

0

国の制度

％

％

支給率

％

％

支給対象地域

％

％

％

支給対象職員

支給実績（平成２０年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支給対象地域

１．４５ ２．９５

感染症防疫作業手当 佐井村役場に勤務する職員

４７．５０

５９．２８ ５９．２８

国の制度

・退職時特別昇給無

０千円

０円

・定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

主な支給対象職員

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支給率

死体処理作業手当

３．０

％

同上

１．４５

２３．５０勤続２０年

勤続２５年

４７．５０

３３．５０

１，８１２千円

国佐井村

３０．５５

４１．３４

１，３５９千円

国
１人当たり平均支給額（２０年度）
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 (５) 時間外勤務手当

千円

千円

（６) その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

平均支給年額

（２０年度決算）

管理職員特別勤務手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

扶養手当

手　当　名

異

支給職員１人当たり支給実績

２８

同

異

配偶者　 13,000円
配偶者以外　 １人目　     11,000円
　　　　　　　　　２人目以上　6,５00円
満16歳から22歳までの子に加算される額
5,000円

借家（貸間）限度額　27,000円
持ち家　3,000円

交通機関利用者限度額　55,000円
交通用具利用者限度額　24,500円

同

総務課長　48,000円
課長・室長・次長・事務局長等　36,000円

０

６２，４００

千円 ２０７，６００

千円

千円

７６，８００

４６５，６００

５８２，０００

 ５１８，０００

副 村 長

１，４２９

千円

５，９９５

０

異

退
職
手
当

総務課長1回6,000円
課長・室長・次長・事務局長等1回4,000円

副 村 長

期
末
手
当

村 長

議 長

副 議 長

議 員

村 長

備　　　　考

１１５，０００副 議 長

3.3

２０１，６００

２２４，０００

副 村 長 3.3

２２８，０００

　　（２０年度支給割合）

（５％削減）

持ち家の定
額（国は購入後
5年間2,500円）

０

１，４１２

４０１

千円

　　740,000円×45.5/100×48月

報

酬

議 長 ２４２，１００

１９２，６００

２１４，０００

議 員

２６９，０００

村 長
７４０，０００

区 分 給 料 月 額 等

給

料

４８０，０００７９８，０００

４２０，０００

（参考）類似団体における最高／最低額

０

内容及び支給単価

任期毎

９７，０００

　　582,000円×26.5/100×48月

１６，１６１，６００円

７，４０３，０４０円

（５％削減）

任期毎

　　（２０年度支給割合）

３０７，０００

（20年度決算）
国の制度と
異なる内容

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

国の制度
との異同

６６３，０００

１５０，０００

２５１，０００

5



６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

新採用

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり 人）

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり 人）

新採用

（2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

55

2 3

36歳

～

5

55歳

人

47歳

水　　　道

2

そ　の　他

下　水　道

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　〔　〕内は条例定数の合計である。

2

～

8

合　　計

人

～

28歳20歳 24歳

[      ７２      ］

+１

消防部門

40歳

小　計 8

[      ７２      ］

5

小　計

計

1

7

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

農林水産

衛　　　生

総　　　務

民　　　生

税　　　務

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

2

40

10

3

4

7

土　　　木

議　　　会

職員数
110

人 人人

51歳

1 2 4

23歳 27歳 31歳
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

人 人 人 ％

（参考）佐井村における定員管理の数値目標（数・率）

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              
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